　予算要求資料
平成３１年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：感染症予防費　　　
	事業名　一類感染症等患者移送体制整備事業費


        （この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　健康福祉部保健医療課感染症対策係　　電話番号：058-272-1111（内3351）
　　　　　E-mail： c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　12,461千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	12,461
	6,130
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,331

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　患者移送用陰圧装置（アイソレータ）及び患者移送車
エボラ出血熱等一類感染症や、MERS、鳥インフルエンザ（H7N9）及び結核等二類感染症にり患した患者は、保健所が感染症法に基づき第一種若しくは第二種感染症指定医療機関に移送し、入院させなければならない。
　　　　今般、海外では、エボラ出血熱の流行、韓国でのMERS患者発生、毎冬には鳥インフルエンザ（H7N9）が主に中国で発生し、県内でも、結核の多剤耐性結核菌患者が発生している状況である。
国際交流が活発な現代において、いつ国内で一類及び二類感染症患者が発生しても不思議ではない。さらに、2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会には、様々な国から訪日客の増加が見込まれ、危険性の高い感染症の発生リスクが増加することが懸念されることから、事前に患者の移送体制の整備等、準備を行っておくことが必要である。
　こうした患者は、感染防止のために、患者移送用陰圧装置（アイソレータ）を用いて移送するが、現在、県では平成15年度に購入した２台を所有しているが、既に耐用年数が切れているため、新たに整備し直す必要がある。
　また、患者の移送は、感染防止対策を施した移送車で行うが、現在、県が使用できる移送車は、県総合医療センターと飛騨保健所に整備されている２台であり、配備されている場所から遠隔な場所で患者が発生した場合や、県内で同時に複数患者が発生した場合等、迅速かつ十分な対応ができない状況である。
　　
（２）事業内容
第二種感染症指定医療機関のある二次医療圏毎に、患者移送用アイソレータ及び患者移送車を配備し次のとおり体制を整備する。
	
	岐阜
	西濃
	中濃
	東濃
	飛騨

	アイソ
レータ
	ハードタイプ
	●
(切)
	
	
	●(切)
	

	
	ビニールタイプ
	○
	
	
	
	●

	
	車いす型
	
	○
	○
	○
	●

	移送車患者
	ｽﾄﾚｯﾁｬｰ対応型
	●
	
	
	
	

	
	ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・車いす対応型(兼公用車)
	
	
	
	
	●

	
	車いす対応型(兼公用車)
	
	○
	○
	○
	


●：整備済み　○：整備予定　
（３）県負担・補助率の考え方
      負担区分　　　１台につき、国１／２　県１／２
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	備品購入費
役務費
保険料
公課費
委託料
	12,054
93
84
30
200
	・患者移送用アイソレータ
・患者移送車（3,000,000円×3台）
・リサイクル費用、検査登録費用
・自賠責保険
・自動車重量税
・アイソレータ廃棄費用（県単）

（100,000×2台）
	3,054,000円
9,000,000円
93,000円
84,000円
30,000円
200,000円



	合計
	12,461
	
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・岐阜県感染症予防計画　・岐阜県新型インフルエンザ等対策行動計画
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　どの圏域で一類感染症等の患者が発生した場合でも、感染症指定医療機関へ迅速に移送できるように、患者移送用アイソレータ及び移送車を二次医療圏域毎に配備する。



（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	　車両及び医療機器の購入であるため。



（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	　2020年に開催される東京オリンピック・パラリンピック競技大会は、様々な国から訪日客の増加が見込まれ、危険性が高い感染症の発生リスクが増加することが懸念されることから、事前に患者の移送体制を整備し、準備を行っていく必要がある。
現在県内には、患者移送用の陰圧装置（アイソレータ）を４台所有しているが、うち２台は平成15年度に購入した重量約100kgのハードタイプのアイソレータであり、既に耐用年数が切れている。また、破損した場合等の交換用部品の製造もされていない。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
　○

	整備した移送車及び患者移送用アイソレータを使用し、患者が発生した場合の訓練を行い、迅速的確な対応ができるよう体制を整備している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	　他県の患者移送体制の調査や保健所への照会を行い、各地域に配備すべき患者移送車等を検討し、地域の実情に即した合理的な体制を整備するよう努めている。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の、様々な国からの訪日客による、危険性が高い輸入感染症の発生及び拡大リスクに備え、患者の移送体制を整備しておく必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　各圏域において、患者移送体制を構築する。


